
【事前プログラム】
自国における水災害被害の現状及びその対策・計画について分析、整理し、課題をインセプシ
ョンレポートとしてまとめる。

【本邦プログラム】
政策企画立案に関する能力強化に資するプログラムとして、以下の講義、現地視察、演習、討
論を行う。
1.　講義：日本の河川と河川行政の概要、治水計画と住民参加、ダム事業と制度、水文観測と
洪水予警報、水防活動、治水設備の維持管理、気候変動適応策、統合水資源管理　等
2.　視察：水災害対策に係る現地視察（総合治水、ダムの統合管理、水防演習、水文観測等）
3.　演習：各国の治水対策に係るアクションプランの作成・発表・ディスカッション
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【案件目標】
日本の治水・防災に関する施策を学ぶことにより、参加者の水災害被害の軽減に向けた政策の
企画立案・実施に関する能力強化が図られる。

【成果】
1.　参加者が自国の水災害被害の現状及びその政策・計画について分析し、課題を抽出できる
ようになる。
2.　水災害被害の軽減に必要な基礎知識として、参加者が治水事業の概要や治水計画の理念を
理解する。
3.　参加者が日本における水災害対策の実施事例（予防・緊急対応・復興）を理解する。
4.　上記3項目で得た知見を基に、参加者が自国の水災害被害の軽減へ向けた方策・施策を立案
できるようになる。
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【対象組織】
各国の水資源省、灌漑省など水災害対策、
河川管理、流域管理を所管する政府機関

【対象人材】
1.　職位：水災害対策、河川管理、防災対
策に携わる中央政府又は地方政府の公務員
。中堅から管理職クラスの、近い将来に政
策の企画立案、実施、意思決定を担うこと
が予想される者が望ましい。
2.　職務経験：水資源分野、治水・防災分
野に関する実務経験を5年以上有する者。
3.　資格要件：大学卒業又は同等以上の学
力を有し、十分な英語能力（読み・書き、
聞く・話す）を有する者。
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洪水災害による被害が課題となっている国・地域対象国の条件：

副分野課題：

地球温暖化に伴う気候変動の影響により、水災害の激甚化等が懸念されている。本研修では、途上国における洪水対策の実務（施策の企画
立案・実施）を担う者に対し、日本の治水・防災等に関する制度・対策についての講義・視察、各国の治水対策に係るアクションプラン作
成等の演習をとおして、水災害対策に係る政策立案・実施に係る能力強化を図る。
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